民間投資活性化等のための税制改正大綱

その基本的な考え方とポイント
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安倍晋三首相は10月１日、平成26年４月１日より消費税率を８％へ引き上げることを正式に表明しました。
政権発足以来、政府はデフレからの早期脱却と経済の再生へ向けて様々な政策を実行しており、政府が発表している各種経済指標を参考にするならば、景気は着実に上向きつつある状況です。このタイミングで消費税率を引き上げることに対しては、「景気回復の腰を折る」という理由で政府・与党内でも賛否意見が分かれていましたが、補正予算で５兆円規模の経済対策を行う事を前提として、税率引き上げが実施されることとなりました。
　今回実施される経済対策の軸となるのが、企業に対する減税です。とりわけ、設備投資など消費の活性化に資するような投資行動について税のインセンティブを与える税制が並んでいます。政府与党は、これらの税制について通常の年度改正から切り離し、「民間投資活性化等のための税制改正大綱」として取りまとめ、発表しました。

（１）産業競争力強化法との連動

　「民間投資活性化等のための税制改正大綱」に記載された各種投資減税は、現在立法化が進められている産業競争力強化法と連動しています。同法は、安倍政権の成長戦略における第三の矢「日本再興戦略」の実行計画を策定するものであり、アベノミクスの要と言っても過言ではありません。

　大綱に記載された投資減税の多くが、この産業競争力強化法に沿った設備投資であることなどについて認定を受けることにより、はじめて適用を認められます。
　なお、同法は秋の臨時国会で成立し、2014年1月下旬～2月上旬ごろに施行される見通しです。
（２）平成26年度税制改正との関係
　通常、税制改正は毎年12月に取りまとめられる年度の税制改正大綱で決定され、今回の様に、投資減税のみを抽出して大綱が策定されることは極めて異例です。今回策定された「民間投資活性化等のための税制改正大綱」に盛り込まれた税制は、従来の税制改正スケジュールに沿うならば、本来、平成26年度税制改正で決定される予定だったものだと言えるでしょう。

10月1日、安倍首相は消費税率の引き上げを発表しましたが、同時に「増税により景気が冷え込まないよう、経済対策はしっかりやる」という姿勢を示す必要がありました。そこで、増税による経済への影響を軽微に止めるための経済対策、また、成長力強化のための総合的な対策として、民間投資を活性化させる税制措置について前倒しで決定、平成26年度税制改正から切り離して策定されたという訳です。
■平成26年度税制改正大綱との関係


　このレポートでは、消費税率引き上げに伴って実施される経済対策について、特に税制（国税）に焦点を当てて解説していきます。
なお、本大綱の内容については今後国会で審議されることになりますので、必ずしもそのすべてが実施されるとは限らないことに注意が必要です。

　長らく景気が低迷している影響からか、現在、多くの企業が設備投資に対して消極的です。設備投資は、減価償却費の範囲内で――このような考え方が設備投資へ充てる金額として“妥当”といわれ、実際に多くの企業がこれを目安としています。
景気低迷期に、いわば安全策を取ることは当たり前のことなのですが、こと「消費」という観点から見ると、少なからずマイナスの影響を及ぼしていると考えられます。加えて、設備の老朽化や劣化が進んでしまうため、生産性が伸び悩む要因ともなっているのが現状なのです。

　そこで今回、①生産性の高い先端的な設備への投資、②生産ラインやオペレーションの改善のための設備投資――に対して、即時償却又は税額控除ができる制度が創設されます。
　なお、わが国の中小企業の多くは赤字法人であり、設備投資に対して税制でインセンティブを付与する制度では恩恵がほとんど享受できません。そのため、設備投資を行う中小企業に対する補助金事業を強化するなど、税制面以外での対策が別途検討されています。


　現在のわが国の産業構造には、大きな特徴があります。その一つは、新たなビジネスの創出が極めて少ないという事です。一方で、多くの企業が、ただ雇用を維持するという目的のため不採算事業を継続しているという事実があります。そのため、採算性の高いビジネスが成長し、不採算ビジネスが縮小する、いわゆる「産業の新陳代謝」が起こっておらず、経済成長が阻害されていると考えられているのです。
　そこで今回の大綱には、多くの人や中小企業が創業や新たな事業にチャレンジしやすい環境を整備するための対策が盛り込まれました。
　また、地域の活性化こそが日本経済の再生に欠かせないという観点から、地域のリソースを活用した創業を促進するための施策を講じられます。具体的には後述しますが、市区町村による創業支援の枠組みを整備し、税制面から株式会社の設立を促進する措置が実施されることになりました。


　多くの産業が過当競争・過剰供給の問題に直面し、収益性を落としています。そこで、複数企業間の経営資源を融合することで基盤を強化し、収益力を高めることにより競争力を強化することが求められています。
このため、産業競争力強化法において、同業種間の事業統合を含めた収益力の飛躍的な向上を目指す事業再編を認定する仕組みが設けられるとともに、税制からもこうした事業再編を行う企業のリスク負担に備えるための措置が講じられます。


　防火・防災対策や耐震対策など安全・安心のための設備投資や省エネルギー投資は立地競争力や事業継続可能性を高め、ひいては企業の競争力強化につながるものです。しかし、直接的・短期的に企業の収益力を高めるものではないため、投資減税だけでこれらを推進することは難しいと考えられています。
　そこで、これらの投資に結び付くような制度・規制面での環境整備を行い、その結果生じる企業の投資行動を税制で支援することを今回の大綱に盛り込んでいます。



　日本経済の再生に向けては、単に企業の収益が改善するだけでなく、それが賃金の上昇につながらなければ意味がありません。このため、平成25年度税制改正では、給与等の支給を増加させた企業を優遇する「所得拡大促進税制」が創設されました。
　今回の大綱では、この税制が①企業にとってより使い勝手の良い制度となること、②賃金の引き上げを強力に促す制度となること――などの観点から、計画的・段階的に賃上げを実施する企業を支援する仕組みに改められるとともに、企業の従業員構成の多様性に対応する要件緩和が行われることになりました。



　民間投資の活性化により、消費税率の引き上げによる影響を最小限に抑えることや、企業の生産性を向上させることで収益性を高めることを目的として、生産性向上設備投資促進税制が創設されます。この制度の前提となっている産業競争力強化法は現在立法化が進められている段階ですが、秋の臨時国会で成立、2014年1月下旬～2月上旬に施行される見込みです。
　
青色申告書を提出する企業が、一定の生産設備（機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウェア）を取得し事業の用に供した場合に、①取得価額の50％（建物及び構築物については25％）の特別償却、②取得価額の４％（建物及び構築物については２％）の税額控除――のいずれかを選択適用できる制度です。ただし、税額控除の上限は、当期の法人税額の20％とされています。
　この制度の適用を受けられる設備にはいくつか要件があります。

■制度の適用要件


なお、産業競争力強化法の施行の日から平成28年３月31日までの間に対象資産を取得した場合には、平成26年４月１日を含む事業年度に①取得価額×100％の特別償却、②取得価額×５％の税額控除（建物については３％）――のいずれかが適用できます。
	取得等の日
	特別償却
	税額控除

	産業競争力強化法の施行日から平成28年３月31日まで
	取得価額×１００％
	取得価額×５％

（建物等：取得価額×３％）

	平成28年４月１日から平成29年３月３１日まで
	取得価額×５０％

（建物等：取得価額×２５％）
	取得価額×４％

（建物等：取得価額×２％）


　（１）生産性向上設備等とは
「生産性向上設備等」とは、先端設備及び生産ラインやオペレーションの改善に資する設備のことを指します。

①先端設備

ここでいう先端設備とは次の表に示すものですが、さらに「先端性」を備えていなければなりません。例えば建物の場合、断熱材・断熱窓が対象とされていますが、その中でも特に、過去14年以内に販売開始されたもののみが対象となります。

■先端設備の具体例
	減価償却資産の種類
	対象となるものの用途・細目
	販売時期

	機械装置
	（限定なし）
	10年以内

	工具
	ロール
	４年以内

	器具備品（ホについては、中小企業者等が取得等をするものに限る。）
	1) 陳列棚及び陳列ケースのうち、冷凍機付又は冷蔵機付のもの

2) 冷房用又は暖房用機器

3) 電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する電気又はガス機器

4) 氷冷蔵庫及び冷蔵ストッカー（電気式のものを除く。）

5) 電子計算機（サーバー（ソフトウエア（ＯＳ）を同時に取得するものに限る）に限る）

6) 試験又は測定機器
	６年以内

	建物
	断熱材及び断熱窓
	14年以内

	建物附属設備
	1) 電気設備（照明設備を含む。）のうちその他のもの

2) 冷房、暖房、通風又はボイラー設備

3) 昇降機設備

4) アーケード又は日よけ設備（ブラインドに限る。）

5) イ～ニ以外のその他のもの（日射調整フィルムに限る。）
	14年以内

	ソフトウェア（中小企業者等に限る）
	設備の稼働状況等に係る情報収集機能及び分析・指示機能を有するもの
	５年以内


②生産ラインやオペレーションの改善に資する設備
　企業が投資計画を作成し、その計画における投資利益率が15％以上（中小企業者等は５％以上）であると経済産業局が確認した場合にのみ、投資計画に記載された機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエアは「生産ラインやオペレーションの改善に資する設備」として認められます。
（２）「一定規模以上のもの」とは
　前述の通り、制度の適用要件として「設備投資が一定規模以上のもの」というものがあります。この「一定規模以上のもの」とは、次のような場合を指しています。
■「一定規模以上のもの」の要件



　事業拡張期にあるベンチャー企業への資金供給拡大のため、経営・技術指導を行うベンチャーファンドへ出資する企業に対して、出資の損失に備えるため税制面で優遇措置を与える制度です。
　具体的には、青色申告書を提出する法人が一定のベンチャーファンドへ出資し、かつ、ベンチャーファンドを通じてベンチャー企業の株式を取得したとき、その株式の価格下落による損失に備えるために積み立てた一定額の「損失準備金」を損金として計上することが認められます。
　損失準備金として損金算入できる限度額は、各事業年度終了の時におけるベンチャー企業株式等の帳簿価額の合計額の80％までとされています。

　この税制措置は、平成26年４月１日以後に終了する事業年度より適用されます。
■適用要件など
	適用対象となる法人
	ベンチャーファンドを通じてベンチャー企業へ出資した、青色申告書を提出する法人

	ベンチャーファンドの要件
	産業競争力強化法に規定する特定新事業開拓事業計画について経済産業大臣の認定を受けた投資事業有限責任組合

	ベンチャー企業の要件
	産業競争力強化法に規定する新事業開拓事業者

	ベンチャーファンドの認定期間
	産業競争力強化法の施行日方平成29年3月31日まで

	ベンチャーファンドへの出資時期・ベンチャー企業株式の取得時期
	経済産業大臣の認定を受けた日以後


■準備金の取扱い

	積立限度額（損金算入限度額）
	各事業年度終了の時におけるベンチャー企業株式等の帳簿価額の80％

	取崩しの時期・方法
	積み立てた事業年度の翌事業年度に、全額を取り崩して益金算入する



個人が、特定創業支援事業として市区町村の支援を受けて株式会社を設立する場合、設立登記に対する登録免許税の税率が軽減される措置が設けられます。
　なお、この制度の対象となるのは、①市区町村が産業競争力強化法に規定する認定創業支援事業計画の認定を受けており、②産業競争力強化法の施行日から平成28年３月31日までの間に行う設立登記――に限られます。

■税制措置



青色申告書を提出する一定の法人が、産業競争力強化法の認定を受けた事業再編により取得した株式について、その株式の取得価額の70％以下の金額を「特定事業再編投資損失準備金」として積み立てたとき、その金額を損金算入できる制度です。準備金は、その積立期間終了の日を含む事業年度の翌事業年度から５年間で益金算入しなければなりません。この税制措置は、平成26年４月１日以後に終了する事業年度について適用されます。
■適用要件

なお、ここでいう積立期間とは、その法人が特定事業再編計画について認定を受けた日から同日以後10年を経過する日を指します。また、特定株式等とは、設立、設立後の資本金の額等の増加に伴う金銭の払込み、合併、分社型分割若しくは現物出資に伴い取得する特定会社の株式又はその特定会社に対する貸付金に係る債権をいいます。

産業競争力強化法に規定する事業再編計画、特定事業再編計画、中小企業承継事業再生計画の認定を受けた事業者が、これらの計画に基づいて株式会社を設立する場合、各種登記に対する登録免許税の税率が軽減されます。

■軽減措置の内容
	登記の種類
	軽減措置
	本則税率

	株式会社の設立又は増資の登記
	1000分の3.5
	1000分の７

	合併による株式会社の設立又は増資の登記
	1000分の１
（純増部分については、1000分の3.5）
	1000分の1.5（純増部分については、1000分の７）

	分割による株式会社の設立又は増資の登記
	1000分の５
	1000分の７

	法人の設立等の場合における次に掲げる登記

①不動産の所有権の移転登記

②船舶の所有権の移転登記
	①1000分の16

②1000分の23
	①1000分の20

②1000分の28

	合併による法人の設立等の場合における次に掲げる登記

①不動産の所有権の移転登記

②船舶の所有権の移転登記
	①1000分の２

②1000分の３
	①1000分の４

②1000分の４

	分割による法人の設立等の場合における次に掲げる登記

①不動産の所有権の移転登記

②船舶の所有権の移転登記
	①1000分の4

②1000分の23
	①1000分の20

②1000分の28



青色申告書を提出する法人が一定の耐震改修により取得・建設した耐震改修対象建築物の部分について、その取得価額の25％の特別償却が認められます。

■適用要件など


（１）耐震改修対象建築物とは
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の既存耐震不適格建築物のうち耐震診断結果の報告が同法の規定により義務付けられるもの（同法の要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規模建築物）を指します。
（２）耐震改修とは

本制度にいう耐震改修とは、地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修繕又は模様替えであって、その耐震改修対象建築物に係る耐震基準に適合することとなるものとして次の者による証明がされたものをいいます。


　一定の要件を満たす下表の固定資産について、固定資産税の課税標準または固定資産税の税額が減額される制度が創設されます。
	
	適用要件
	減額措置等
	適用期間

	耐震改修を行った既存家屋
	平成26年４月１日から平成29年３月31日までの間に、現行の耐震基準に適合させるよう改修工事を行った場合
	当該家屋に係る固定資産税額を２分の１に減額（限度額：工事費の2.5％）
	改修工事が完了した年の翌年度から2年度分の固定資産税について適用

	浸水防止用設備
	水防法に規定する浸水防止計画に基づき、浸水の防止を図るために一定の償却資産を取得する場合
	固定資産税の課税標準を、最初の５年間価格に３分の２を参酌して２分の１以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額とする
	平成26年４月１日から３年間

	ノンフロン製品
	ノンフロン製品（自然冷媒を利用した一定の冷凍・冷蔵機器）全般が対象
	課税標準を最初の３年間価格に４分の３を参酌して３分の２以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額とする
	平成26年４月１日から３年間

	排出ガス規制に適合した特殊自動車
	特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律における一定の基準適合表示の付された特定特殊自動車
	課税標準を最初の３年間価格の２分の１とする
	平成26年４月１日から、同法に基づき、特定特殊自動車の定格出力ごとに定められる規制の開始までの期間




（１）従来の制度概要
　所得拡大促進税制は、個人の所得水準を底上げする観点から、企業が給与等の支給額を増加させた場合、支給増加額の10％を法人税額から税額控除できる制度で、平成25年度税制改正で創設されました。
　現行制度では、以下の3つの要件を満たしている場合に適用できます。


（注）基準事業年度とは、平成25年４月１日以後に開始する各事業年度のうち最も古い事業年度の直前の事業年度をいいます。なお、この税制は、雇用促進税制、復興特区等に係る雇用促進税制との選択適用です。 
■従来の所得拡大促進税制のイメージ
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（２）改正の内容

従来の制度では、人件費総額を基準年度から５％以上増加させたときのみ、増加額の10％を税額控除することができます。しかし、現在の経済状況下では、適用期間内である平成27年度末までの３年間で人件費を５％増加させることは、決して簡単なことではありません。

そこで今回、給与総額の増加割合などを見直したうえで、適用要件が２年間延長されることになりました。
①支給増加割合の要件緩和

　制度をより使い勝手の良いものとするため、給与総額の増加割合について要件緩和が実施されます。具体的には次の通りです。


②平均給与等支給額に係る要件の緩和

　この制度における平均給与支給額は、１年間に支給した人件費の平均値です。したがって、事業年度内に退職者が出てしまうと、その退職者に支払う年間の給与は通年で働き通した場合に比べて低くなりますから、平均給与支給額の値も必ず下がってしまいます。
　企業において退職者が出るのは当たり前のことなのですが、従来制度ではこのことが考慮されておらず、要件を満たさないというケースが十分に考えられます。
　そこで今回、「継続雇用者（適用年度及びその前年度において給与等の支給を受けた国内雇用者）に対する平均給与等支給額が前年を下回らないこと」として、適用要件が緩和されました。
この改正は、平成26年４月１日以後に終了する適用年度について適用されます。

なお、法人が同日を含む適用年度に改正後の制度を適用する場合、経過事業年度（平成25年４月１日以後に開始し、平成26年４月１日前に終了する事業年度で改正前の制度の適用を受けていない事業年度）に改正後の要件の全てを満たすときは、その経過事業年度について改正後の規定を適用して算出される税額控除相当額を、その適用年度において、その税額控除額に上乗せして法人税額から控除できます。合わせて、控除上限額についても、経過事業年度の期間に応じて上乗せすることとされています。
■改正後の制度イメージ
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（１）制度の概要

平成20年4月1日から平成26年3月31日までの間に開始する各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額がある青色申告法人で、その試験研究費の額が、比較試験研究費の額（注１）を超え、かつ、基準試験研究費の額（注２）を超える場合、その試験研究費の額の一定割合の金額をその事業年度の法人税額から控除することを認めるものです。この制度を、「試験研究費の額が増加した場合等の税額控除制度（試験研究費の増加額に係る税額控除）」といいます。
（注１）比較試験研究費の額とは、その事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額を平均した額です。
（注２）基準試験研究費の額とは、その事業年度開始の日前2年以内に開始した各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額のうち最も多い額です

（２）改正の内容
　企業による研究開発投資を促進するため、「試験の研究費の額が増加した場合等の税額控除制度（試験研究費の増加額に係る税額控除）」の適用期限が３年間延長されます。

また、増加試験研究費の額が比較試験研究費の額の５％を超え、かつ、試験研究費の額が基準試験研究費の額を超える場合には、増加試験研究費の額に30％（増加割合が30％未満の場合には、増加割合）を乗じて計算した金額の税額控除ができることになります。
　改正を踏まえた制度の仕組は以下の通りです。

■改正前後の制度比較

	
	改正前
	改正後

	判定基準

（①、②のいずれかに該当する場合に適用可能）
	①試験研究費の額＞比較試験研究費の額

かつ

試験研究費の額＞基準試験研究費の額　

②試験研究費の額－平均売上金額×10％
	①増加試験研究費の額＞比較試験研究費の額×５％
かつ

試験研究費の額＞基準試験研究費の額

②試験研究費の額－平均売上金額×10％

	控除限度額

（①又は②のいずれかを選択適用）
	①増加試験研究費の額（注１）×５％
②（試験研究費の額－基準試験研究費の額

　　　　　×10％）×超過税額控除割合
	①増加試験研究費の額×30％
増加割合（注２）が30％未満の場合には、増加割合

②（試験研究費の額－基準試験研究費の額

　　　　　×10％）×超過税額控除割合


（注１）増加試験研究費の額とは、試験研究費の額から比較試験研究費の額を控除した残額をいいます。

（注２）増加割合とは、増加試験研究費の額の比較試験研究費の額に対する割合をいいます。
■制度のイメージ
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（１）制度の概要
この制度は、中小企業が平成10年6月1日から平成26年3月31日までの期間（以下、指定期間）内に新品の機械・装置などを取得し、国内にある製造業、建設業などの指定事業の用に供した場合に、特別償却または税額控除を認めるものです。
　この制度について、下表の通り拡充を図ると共に、適用期間が３年間延長されることになりました。
■改正の内容

	
	現行制度
	拡充された制度

（生産性向上設備等に該当する場合）

	適用期間
	平成10年６月１日

～平成29年3月31日までに取得等

（適用期間が3年間延長）
	産業競争力強化法の施行日

～平成29年3月31日までに取得等

	対象資産
	・一定の機械装置

・一定の工具器具備品

・一定のソフトウェア

・一定の車両運搬具

・一定の船舶
	・一定の機械装置
・一定の工具器具備品

・一定のソフトウェア

※生産性向上設備等に該当するものに限る。

	特別償却
	基準取得価額×30％
	取得価額×100％

	税額控除
	中小企業者等
適用なし
	特定中小企業者等
基準取得価額×7％
	中小企業者等
取得価額×7％
	特定中小企業者等
取得価額×10％


　ここでいう中小企業者等とは、資本金（または出資金）の額が1億円以下の青色申告法人を指します。また、特定中小企業者等とは、中小企業者等のうち資本金（または出資金）の額が3千万円以下の法人を指します。
　なお、産業競争力強化法の施行の日から平成26年３月31日までの間に対象資産を取得した場合には、平成26年４月１日を含む事業年度において上記の特別償却又は税額控除が適用できます。
民間投資活性化等のための税制改正大綱

その基本的な考え方とポイント　　
【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
　　　　
日本ビズアップ株式会社


〇


〇


〇


〇


ｖ





民間投資活性化等のための税制改正大綱


その基本的な考え方とポイント





税制改正大綱の基本的な考え方


新設される投資減税制度


延長・拡充される制度
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日本ビズアップ株式会社





税制改正大綱の基本的な考え方
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税制改正大綱の位置付け　　　　
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切り離し





＜平成26年度税制改正＞





復興特別法人税の前倒し廃止　等





民間投資を活性化するための税制措置





引き続き検討





平成26年度


税制改正大綱





平成25年12月





民間投資活性化等のための


税制改正大綱





平成25年10月1日





先端設備の投資を促す税制　　　　








2








考え方のポイント


生産性を高めるような設備投資を支援するための新しい税制が創設。


中小企業の設備投資を促進するため、既存の税制を拡充。


税制では恩恵の少ない赤字法人に配慮し、補助金事業の強化を別途検討する。





民間企業等によるベンチャー投資の促進のための税制　　　　
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考え方のポイント


産業の新陳代謝を促進し、経済成長を促すための政策を打ち出す。


多くの人が創業しやすく、中小企業が新規事業にチャレンジしやすい環境を整備するため、多方面から支援措置を講じる。





収益力の飛躍的な向上に向けた経営改革を促進するための税制　　　　
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考え方のポイント


過当競争・過剰供給構造を解消し、複数企業間の経営資源を融合することを通じて、収益力を高める。


事業再編を行う企業のリスク負担に備えるための措置等を講じる。





設備投資につながる制度・規制面での環境整備に応じた税制　　　　








5








考え方のポイント


防火・防災対策や耐震対策、省エネに資する設備投資など企業の収益性に直結しないような投資については、制度・規制面での環境整備と税制を絡めて推進する。





所得拡大促進税制　　　　
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考え方のポイント


所得拡大促進税制について、企業がより使いやすい制度とするため、要件緩和が実施される。





新設される投資減税制度
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生産性向上設備投資促進税制　　　　　
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取得する生産設備が、産業競争力強化法に規定される「生産性向上設備等」に該当すること。


一定規模以上のものであること。


産業競争力強化法の施行日から平成29年３月31日までに取得すること。





機械装置：１台又は１基の取得価額が160万円以上のもの


工具及び器具備品：それぞれ１台又は１基の取得価額が120万円以上のもの（それぞれ１台又は１基の取得価額が30万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取得価額の合計額が120万円以上のものを含む。）


建物、建物附属設備及び構築物 それぞれ一の取得価額が120万円以上のもの（建物附属設備については、一の取得価額が60万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取得価額の合計額が120万円以上のものを含む。）


ソフトウエア 一の取得価額が70万円以上のもの（一の取得価額が30万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取得価額の合計額が70万円以上のものを含む。）





ベンチャー投資を促進するための税制措置








2








創業促進のための登録免許税の税率の軽減措置
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本則税率が資本金の額の1000分の７（最低税額15万円）のところ、1000分の3.5（最低税額７万５千円）に軽減されます。





事業再編を促進するための税制措置
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産業競争力強化法に規定される特定事業再編計画の認定を受けた青色申告法人であること


積立期間内に、特定事業再編に係る特定会社の特定株式等を取得すること


特定株式等をその取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有していること


特定株式等の取得価額の70％以下の金額を、特定事業再編投資損失準備金として積み立てていること





事業再編等に係る登録免許税の税率の軽減措置
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既存建築物の耐震改修投資の促進のための税制措置
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耐震改修対象建築物につき平成27年３月31日までに建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定による耐震診断結果の報告を行うこと


平成26年４月１日からその報告を行った日以後５年を経過する日までの間に、耐震改修対象建築物の部分について行う耐震改修により取得し、又は建設したその耐震改修対象建築物を取得等すること





地方公共団体の長


指定確認検査機関


建築士





設備投資につながる制度・規制面での環境整備への対応
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延長・拡充される制度














3





所得拡大促進税制の拡充　　　　　
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給与等支給額（＝人件費総額）が基準事業年度の給与等支給額と比較して５％以上増加していること


給与等支給額が前事業年度の給与等支給額を下回らないこと


平均給与等支給額が前事業年度の平均給与等支給額を下回らないこと 





平成27年４月１日前に開始する適用年度・・・２％以上


平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間に開始する適用年度


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・３％以上


平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に開始する適用年度


・・・５％以上





研究開発税制の拡充　　　　








2





中小企業者等投資促進税制の拡充・延長　　　　








3





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








